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 京奈和自動車道において、地上にゴルフ場等が存する土地の地下にトンネルを設置する場合、

どのような補償を行い、どのような権原を取得するのか、検討を行ったものである。 

 

キーワード 最有効使用、限界深度，荷重制限、土地利用制限率、区分地上権、公法上の使用権 

 

 

1.   京奈和自動車道 

  

(1) 事業概要 

奈良国道事務所では主に一般国道２４号、２５号、１

６５号の改築と管理を行っており、２４号においては交

通渋滞解消を目的として１９６６年（昭和４１年）から

奈良バイパス（１９９１年（平成３年）完成）、橿原バ

イパス、五條バイパスの事業が開始されました。その後、

１９８７年（昭和６２年）に第四次全国総合開発計画が

閣議決定され、２４号を高規格幹線道路とする京奈和自

動車道（京都市～和歌山市）が事業化されることになり

ました。 

京名和自動車道 事業概要図 

 

奈良県内における京奈和自動車道は大和北道路、大

和・御所道路、五條道路で構成され、大和・御所道路

の一部は２００４年（平成１６年）３月、五條道路は

２００６年（平成１８年）６月、御所 IC～御所南 IC 間、

郡山下ツ道 JCT、三宅 IC は２０１５年（平成２７年）

３月に供用開始しました。大和北道路と大和・御所道

路の一部事業は未供用ですが、２０１６年度（平成２

８年度）の御所南 IC～五條北 IC 間が供用予定となって

おり、奈良バイパス、橿原バイパスとあわせると新し

い２４号が繋がることになります。 

また、和歌山県域の紀北西道路も２０１６年度（平

成２８年度）に供用を予定されていることから、和歌

山市から名古屋市までを結ぶ新たな幹線として交通利

便性が向上することになります。 

 

(2) 土地収用法に基づく裁決 

現時点の京奈和自動車道の裁決案件を取りまとめると、

２００５年度（平成１７年度）の大和・御所道路におけ

るため池に関する裁決から２０１４年度（平成２６年

度）の大和・御所道路のトンネルの使用裁決まで、１０

年間で１０件の裁決を受けたことになります。内訳とし

ては、ため池が５件、マンション敷地１件、住宅敷地１

件、採石場等（トンネル使用）が３件となっています。

ため池に関しては登記簿に多数の権利者が記載され相続

人が何代にもわたっていたために権利者の特定や調整が

つかなかったためであり、使用裁決の３件については、

トンネル構造で地下を通過することに対して、トンネル

工事等に理解を得られなかったためです。 

 

 

2.  所有権の及ぶ範囲 

 

(1)  京奈和自動車道の大和・御所道路において、トンネ

ル計画を有している地上部分でゴルフ場、採石場等に利

用されている土地にトンネル工事を施工する箇所があり

ます。そのため、将来の道路構造の保全と土地所有者へ

の適正な補償の観点から地下にトンネルを設置する場合、
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どのような補償が妥当かを検討することになりました。 

(2)  まず法的な位置づけを整理してみます。 

民法で地下使用はどのような位置づけになっているか

をみると、第２０６条で「所有権は、法令の制限内にお

いて、自由にその所有物の使用、収益及び処分をなす権

利を有す」と定められ、所有権に制限を加えるものとし

て、都市計画法、建築基準法、農地法、鉱業法、温泉法

等があります１）。また、第２０７条で「土地の所有権

は法令の制限内において、その土地の上下に及ぶ」と規

定されています。しかしながら、「その土地の上下」に

関して、具体的な範囲は、民法で定められていません。 

(3)  １９９８年（平成１０年）５月２７日に「臨時大深

度地下利用調査会答申」が出されています。答申によれ

ば、「大深度地下に土地所有権が及ぶか否かについては、

現在の我が国の法制度においても所有権等の権原に基づ

くものとの前提で、井戸、温泉井等が地下数百ｍまで掘

削されていること等にかんがみれば、大深度地下に土地

所有権が及んでいないとは言えないと解することが妥当

である。しかしながら、温泉地のような特殊な例を除け

ば、大都市地域では大深度地下の掘削は一般的とは言え

ず、深くなればなるほどその傾向は強いので、地下の利

用の利益は深くなればなるほど薄くなる。したがって、

大深度地下は、土地所有権が及ばないとは言えないが、

公益性を有する事業による利用を土地所有権に優先させ

ても私的財産権を侵害する程度が低い空間であると解す

ることが適当である。」としています。 

(4)  その答申後、２０００年（平成１２年）５月１９日

に「大深度地下の公共的な使用に関する特別措置法（以

下「大深度地下法」という。）」が成立し、２００１年

度（平成１３年度）より施行されました。大深度地下法

では、土地の所有権はその目的たる土地の上下に及ぶこ

とを前提としながらも、大深度地下は行政庁が土地収用

の手続を経ないで使用認可すれば、事業者は使用権を取

得するというものであり、例外の場合にのみ、補償がな

される旨を規定されており、後述するように、具体的な

考え方に基づき、数値が盛り込まれています（現在、大

深度の使用の許可を受けている道路事業として東京外か

く環状道路があります。）。 

(5)  では、地下の所有権の及ぶ範囲について、判例では

どうなっているのでしょうか。 

「発電用トンネル事件」や「温泉の木管に関する事

件」２）など、土地の上下に関する事案はありますが、

結論として、明確な所有の及ぶ範囲は述べられていませ

ん。判例では、所有権の及ぶ範囲より、利用実態による

違法性や経済性により判決が行われています。 

(6)  次に、収用委員会の裁決事例をみてみます。 

東京都の裁決事例において地下所有権の明確な範囲は

述べられていませんが、「その土地の法的規制等より、

当該土地における今後の地下利用が考えられない」と結

論付けている案件があります３）。 

(7)  以上のことから、土地の所有権は、どこまで及ぶか

については、不明確なままではありますが、ある程度の

深さまで及ぶことは理解できます。一般的には、表面利

用における地下使用への影響を考慮し、土地所有権は、

利益の存する限度において及ぶと解されています。 

 

 

3.  限界深度 

 

(1)  大深度地下法第２条及び同法施行令では「大深度地

下」とは①地表から４０ｍ又は②支持層のうち最も浅い

部分の深さに１０ｍを加えた距離のいずれかの深い方の

地下とされています。（図－１参照） 

 

（図－１） 

 

(2)  地下の補償を行うにあたり、大深度地下法以外の他

の起業者が補償の目安とした深度を調べることにしまし

た。 

収集した結果によると土地の持つ開発の可能性により、

深度区分をしていることがわかります。宅地のような開

発ポテンシャルの高いところは地下４０ｍまでの深度を、

林地のような開発ポテンシャルの低いところは地下２０

ｍまでの深度を補償対象としていました（地下使用が可

能な深度を地域の状況等を勘案して定めことになります

が、その深度を実務上「限界深度」と呼んでいます。）。 

(3)  当該事業での補償対象を判断するにあたって、通常

の用法に将来の利用可能性、周辺状況を考えると宅地等

において通常４０ｍを超えるような土地利用がないこと

から、大深度地下法第２条第１項第１号及び同施行令第

１条を参考にして限界深度を４０ｍとし、同じく将来の

利用、周辺状況から林地においては範囲設定なしとしま

した。 

 結論として、地表から４０ｍを超える地下は、大深度

地下となるため、補償なくして道路としての使用が可能

となり、地表から地下４０ｍまでは、土地所有者が使用

可能な範囲である「限界深度」にあたることから土地所

有者への補償を考える必要があります４）。 
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4.  荷重制限 

 

(1)  民法第２６９条の２①後段において、「地上権の行

使のためにその土地の使用に制限を加えることができ

る。」とされており、土地所有者に地表面の利用制限を

かけることができるとされています。そこで、トンネル

構造物を設置するにあたっては保護層上面に大きな荷重

をかけると、トンネル構造物に支障をきたす可能性ある

ことから、保護層上面に2t/ ㎡以上の荷重をかけないも

のとしました。 

(2)  2t/㎡の値の根拠については、ＲＣ造・住宅の1階重

量は 1.61t/㎡で、一般階重量は 1.28 t/㎡となります５）。 

本件事業で支障となる土地におきましては、最有効使

用が2階建住宅であることから1.61＋1.28＝2.89ｔ/㎡

となります。構造・階層重量に安全性をもたせて1階あ

たり2t/㎡とすれば2t/㎡✕2階＝4t/㎡が地表面にかか

ることになります。 

(3)  荷重は深度５ｍ毎に2t/㎡の等分荷重が許容されま

すが、土被りが５ｍ未満であれば地上部において、2階

建の建物が建てられないことになり権利者へ制限をかけ

ることになります。 

土被りが５ｍ以上あれば地表面で4t/㎡の荷重が許容

されることになることから、土被りが５ｍ以上あれば地

上面における建物利用に支障を与えない範囲であると言

えます。（図－２参照） 

(4)  荷重制限は、補償金算定に必要な「建物利用制限

率」の算出に必要となります。 

 

 
 

（図－２） 

 

 

5.  補償金の算定 

 

(1)  空間又は地下の使用に対しては、国土交通省の公共

用地の取得に伴う損失補償基準第２６条に土地の利用が

妨げられる程度に応じて適正に定めた割合を乗じて得た

額で補償するとされています。 

 今回補償の対象となったゴルフ場、採石場等は本件土

地が存する地域の建物等の利用状況、法令上の規制等を

総合的に勘案すると、当該地域は宅地開発の可能性は低

いものの、一部で都市計画法第４３条第１項に基づく許

可不要の建築が認められる場合も考えられることから、

本件土地では近隣の開発状況等も勘案したうえで２階建

住宅用地として利用されることが最有効使用である宅地

見込地と判断しました。 

(2)  補償金の算定は、国土交通省損失補償取扱要領第５

条別記２「土地利用制限率算定要領」によって算定し、 

 

補償金＝土地単価×土地面積×土地利用制限率（Ａ） 

 

土地利用制限率（Ａ）＝建物利用制限率（Ｂ）＋地下利

用制限率（Ｃ）＋その他利用制限率（Ｄ） 

 

となります。 

要領に記載されている別表第１と別表第２を参考に、

建物利用制限率、地下利用制限率、その他利用制限率を

算出します。 

なお、地下利用制限率を求める際に必要な「深度別地

下利用制限率」は、不動産鑑定士に意見を求めました。 

 

 

要領 別表第１（宅地見込地部分抜粋）  

利用率等の区分 宅 地 

見込地 
最有効使用 建物等利用率 0.6 
 

その他使用 

地下利用率 0.3 
その他利用率（δ） 0.1 
（δ）の上下配分割合 4:1 

   

要領 別表第２（階層及びＤ群抜粋） 

階層 Ｄ群（全階住宅使用となる建物） 

３ １００ 

２ １００ 

１ １００ 

地下１ １００ 
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上記を具体的に「深度５ｍ以上１０ｍ未満」を例に計

算してみます。 

「建物利用制限率」は、上記４荷重制限（図－２）の

とおり５ｍ以上１０ｍ未満にトンネルが通過する事によ

る地表面の荷重制限には影響がないことから、０となり

ます。 

「地下利用制限率」は、要領別表１「地下利用率」×

不動産鑑定士の意見書による「深度別地下利用制限率」

であり、０．３×０．８７５＝０．２６２５となります。 

「その他利用制限率」は、要領別表１「その他利用

率」×要領別表１「上下配分」により、０．１×０．２

（１／５）＝０．０２となります。 

以上より、土地利用制限率（Ａ）は、０＋０．２６２

５＋０．０２＝０．２８３（小数点第４位四捨五入）と

なります。 

表－１は、各深度別に求めた土地利用制限率になりま

す。 

 

 

深さ 

 

（以上～ 

  未満） 

（Ｂ） 

建物利

用制限

率 

（Ｃ） 

地下利用

制限率 

（Ｄ） 

その他利

用制限率 

 

合計 
土地利用

制限率

（小数点

第３位四

捨五入） 

0～5 0.3 0.3000 0.0200 0.6200 0.620 

5～10 0 0.2625 0.0200 0.2825 0.283 

10～15 0 0.2250 0.0200 0.2450 0.245 

15～20 0 0.1875 0.0200 0.2075 0.208 

20～25 0 0.1500 0.0200 0.1700 0.170 

25～30 0 0.1125 0.0200 0.1325 0.133 

30～35 0 0.0750 0.0200 0.0950 0.095 

35～40 0 0.0375 0.0200 0.0575 0.058 

 

（表－１） 

 

 

6.  区分地上権 

 

(1) １９６６年（ 昭和４１年）の借地法等の改正に伴う

民法の一部改正で、一定の土地の地下又は空間につき、

立体的に上下の範囲を区分して、その部分のみを地上権

設定しうる途がひらかれ、一定の土地の地表面・地下・

空間に利用権が併存するまま、上下に区分した地下層又

は空中層を客体として部分的かつ縦断的に数個の地上権

を設定することを可能とする区分地上権が規定されまし

た。 

(2)  法第２６９条の２①前段で「地下又は空間は、工作

物を所有するために上下の範囲を定めて地上権の目的と

することができる。」と規定され、「工作物」とは建物、

トンネル・道路・モノレール・送電線・高架線・橋梁等

をいうことから、この条文に基づき区分地上権を設定し、

「上下の範囲」は東京湾平均海面を基準とし、例えば東
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京湾平均海面の上（又は下）○○ｍ～○○ｍの間と表記

します１）。 

(3)  トンネル部分の補償に当たっては、①実際にトンネ

ルとして地下空間を使用する補償と②トンネル構造物に

荷重をかけない不作為義務を設定するための補償が該当

します。 

実際にトンネルとなる部分については構造物の高さ及

び幅が該当しますが、不作為義務を設定する場合は、次

の２点が考えらます。 

１点目は地表面における荷重制限であり、２点目はト

ンネル構造物を保護するためトンネル構造物の上下の土

地使用を制限する場合、つまり、一定の離隔を開ける保

護領域です。 

図－３のとおり、保護領域を含めたトンネル構造物が

限界深度以内に入る場合は補償の対象とし、その区域は

使用禁止を課すことになります。任意協議が成立した場

合には、トンネル部分の補償に当たっては、区分地上権

を設定します。 

 

（図－３） 

 

 

7.  公法上の使用権 

 

(1)  採石場については、任意協議による解決が極めて困

難と判断し、奈良県収用委員会に裁決申請を行いました。 

(2)  裁決申請でのトンネル部分の用地補償は、どのよう

に見積もるべきなのか。 

土地収用法第２条「事業の用に供する土地は収用し、

又は使用することができる」とされています。しかし、

「収用」か「使用」の区分に関して法律の定めはありま

せん。 

「逐条解説土地収用法」では、トンネルは使用で足り

るとされています６）。土地収用は、憲法第２９条第３

項の「私有財産は、正当な補償の下に、これを公共のた

めに用ひることができる」との規定に基づいていること

から、土地所有者等への影響が、必要最小限の範囲であ

る必要があることからも「使用」が妥当と判断できます。 

(3)  よって、トンネル部分における、裁決申請を行う際

には「収用」ではなく「使用」をもって申請を行うこと

になります。 

なお、区分地上権は土地所有者等の承諾により、区分

地上権設定登記をすることがでますが、「使用」は登記

ができません。しかし、使用裁決によって設定された使

用権は公法上の使用権であり、登記なくして第三者に対

抗することができると解されています。 

(4)  以上より、裁決申請では「使用」として裁決を得る

ことになりますが、用地補償金の算定に関する考え方は、

先ほど述べた区分地上権の補償と同様です。 

(5)  今回裁決申請した、使用しようとする土地に対する

補償としては、土地所有者が、地表面において採石粉砕

等の作業場として利用を行っていたことから、トンネル

上部の保護領域が限界深度以内に入るため、土地利用制

限率算定要領に基づき、損失補償金を見積もりました。 

(6)  採石権は、所有権以外の権利とされ、地上権に関す

る規定が準用され、当事者間の私法上の契約によって設

定されるのを原則としますが、契約締結できない場合に

は一定の条件のもとで経済産業局長の決定により設定す

ることができるとされ、設定にあたっては、存続期間を

必ず定めなければならない（存続期間は２０年以内と定

められている。）ことになっています。 

(7)  補償にあたっては、正常な取引価格をもって消滅補

償をおこなうことになりますが、取引事例がない場合に

は①ホスコルド公式②オドンネル公式③投下費用を現価

に換算した額のいずれかを補償することになります。 

ついては操業中又は未着手のままの据置期間のある場

合、②についは開鉱後予定収益が生ずるまでに期間のあ

る場合、③については探鉱中又は未着手で鉱量不明かつ

将来の利益が不確実な場合とされています６）。 

当該地については採石法の採取計画の認可を受けた経

緯はあったが、認可の期限が切れおり、既に現地での採

石は行っていないものと判断されたため、採石権の消滅

などの補償は見積もりませんでした（なお、高知地裁に

おいて鉱業権・租鉱権・採石権が採算からみて収益を見

込むことができず、このためにこれらの権利自体に経済

的な価値を認めることができない場合には、当該者がい

かに多額の出費をしていたとしても、権利対価として補

償は必要としないと解すべきあるとの判決がある。）。

        

 

8.  まとめ 

 

(1)  公共事業に必要な土地は、原則として所有権を取
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得することとしてきましたが、区分地上権設定は土地所

有者が用途を変更せずに現在の状況の土地利用ができ、

事業者は土地所有権を取得する必要がなく、安価に必要

な権利を得ることが出来るので、両者にとってメリット

がある方法だと思います。任意買収の場合は、「区分地

上権」の設定登記を行い、裁決申請においては、「公法

上の使用権」を得ることになります。 

(2)  京奈和自動車道の未供用区間「大和北道路」は、奈

良市、大和郡山市の交通渋滞の解消が期待されている

ところです。奈良市域においては、商業地等がある地

下を通過する区間もあり、区分地上権設定による事業

用地の権利取得が想定されます。 

補償にあたっては買収の場合以上に住民の方への十

分な説明が必要になります。この研究発表は今後の京

奈和自動車道の地下補償の理解を深めるよい機会をあ

たえていただいたと思っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本論文の内容は、従前の所属である近畿地方整備局

奈良国道事務所用地第一課における業務に基づくもの

です。 
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